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概要版 事務事業の点検評価結果報告書～「岐阜県教育ビジョン」平成 21～25 年度の進捗報告 

「岐阜県教育ビジョン」５年間の主な実績 

 岐阜県教育委員会 

１ 基礎学力の定着に向けた取組の推進 

〇基礎学力定着プロジェクトを実施（学校支援課） 

・基礎学力定着支援事業を実施（小・中学校） 

   全国・県の学習状況調査等の結果分析に基づき、どの児童生徒にも基礎的・   

基本的な知識・技能を定着させるための具体的な指導の方途を研究・開発の上、 

実践校において検証し、その成果を県内へ普及 

 

【自ら学習しようとする意欲のある児童生徒の割合】       （H25 目標値） 

小学校：平成２１年度８１．３％ → 平成２４年度８０．５％   85％ 

中学校：平成２１年度６８．５％ → 平成２４年度６３．７％   75％ 

 

・ステップアップカリキュラム研究開発推進事業を実施（高校） 

   義務教育段階での学習内容の確実な定着を図り、高等学校の学習内容に円滑 

   に接続するための教育課程及び指導方法についての実践研究を実施 

 

  【指定校（羽島高校）における生徒の学習に対する意識の変化】 

   授業に関心がもてる 平成２３年度８０．７％ → 平成２４年度８１．２％ 

   義務教育段階の学習内容が身に付く  

平成２３年度７３．１％ → 平成２４年度８６．０％ 

   高等学校の学習内容が理解しやすくなった 

平成２３年度７１．１％ → 平成２４年度８９．３％ 

 

〇少人数教育による個に応じたきめ細かな指導を推進（教職員課） 

・少人数指導を推進 

   ２５人以下の学習集団による少人数指導を推進するために必要な教員を配置 

し、基礎学力向上の期待の高い教科に対する指導体制を充実 

対象教科：小学校（算数）、中学校（数学・英語） 

   

【学校の授業がわかる児童生徒の割合】             （H25 目標値） 

小学校：平成２１年度７３．８％ → 平成２４年度９０．５％   80％ 

中学校：平成２１年度５８．２％ → 平成２４年度７６．４％   70％ 

 

・少人数学級を拡充 

３５人以下の少人数学級編制を、従来から実施していた小学校１・２年生に加 

え、平成２３年度には中学校１年生、平成２５年度には小学校３年生へ拡充 
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【平成２５年度 少人数教育に関する教員アンケートの結果】 

・生活や学習習慣の向上が認められると感じる     小９９％、中９５％  

・児童生徒一人一人と向き合う時間が増えたと実感する 小・中  ９５％ 

 

 

２ 特別支援教育の充実 

 〇特別支援学校を着実に整備（特別支援教育課） 

・特別支援学校の空白地域に、新たに特別支援学校を整備 

平成２１年度 揖斐特別支援学校（新設開校） 

         飛騨特別支援学校下呂分校（暫定開校） 

 平成２２年度 恵那特別支援学校（一括移転） 

 平成２３年度 可茂特別支援学校（新設開校） 

 平成２５年度 飛騨吉城特別支援学校（新設開校） 

         下呂特別支援学校（飛騨特別支援学校下呂分校を本格開校） 

 〇スクールバスを計画的に配備（特別支援教育課） 

  ・スクールバスの配備台数は、平成２１年度３１台から平成２５年度４４台へと 

   拡大 

 

  【スクールバスの片道乗車時間が６０分を超える児童生徒の割合】（H25 目標値） 

   平成２１年度１９．０％ → 平成２５年度９．０％     12％ 

 

〇特別支援教育における就労支援を充実（特別支援教育課） 

  ・岐阜県版デュアルシステムを推進 

企業内を学習の場として専門的な環境で継続学習を行う、「企業内作業学習」

を平成２１年度からモデル校３校で実施し、平成２５年度１０校へ実施校の拡

大を図るとともに、地元企業との就労ネットワークづくりを推進 

・特別支援学校卒業生の働く場を拡大 

   平成２２年度に「働きたい！応援団ぎふ」登録制度を創設し、企業と連携した 

就労支援を推進 

 

【「働きたい！応援団ぎふ」登録企業数】 

 平成２２年度末８０社 → 平成２５年度末５６８社 

 

・職業教育プログラムの研究開発を実施 

   平成２４年度から高等特別支援学校の整備に向けた職業教育プログラムの研 

究開発を実施 

  ・特別支援学校高等部の卒業生の就職率は、平成２１年度３４．７％から平成 

２４年度３１．９％へ微減するも、全国的には高水準（参考：平成２４年度全 
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国平均２７．７％） 

 

【特別支援学校高等部の卒業生の就職率】          （H25 目標値） 

平成２１年度３４．７％ → 平成２５年度３４．１％     50％ 

（平成２６年３月３１日現在の速報値）  

 

 

３ グローバル化に対応する教育の充実 

〇外国語によるコミュニケーション能力の向上を図る取組を実施（学校支援課） 

  ・中学校及び県立高校において、学力向上総合推進事業授業改善アクションプラ

ンに基づき英語の指導方法の研究開発を行い、その成果を県内へ普及すること

で、実践的な英語の授業を推進 

・県立高校において、グローバル・コミュニケーション能力育成支援事業として

拠点校における英語の指導方法の研究・実践を行い、その成果を県内へ普及す

ることで実践的な英語の授業を推進 

 

【英語スピーチコンテスト参加者数】 

中学校：平成２１年度３２３人（１１０校）→平成２５年度４８８人（１６３校） 

高等学校：平成２１年度１０４人（５５校）→平成２５年度１２６人（５９校）   

 

〇外国人児童生徒適応指導員の配置を拡大（学校支援課） 

  ・ポルトガル語、タガログ語、中国語に対応した指導員を学校へ派遣し、日本語

指導が必要な外国人児童生徒を支援 

 派遣校は、小・中学校、高等学校、特別支援学校合わせて平成２１年度２９校

から、平成２５年度５７校へ拡大 

 

  【外国人児童生徒適応指導員数】 

   平成２１年度７人 → 平成２５年度１８人 

 

 

４ キャリア教育・産業教育の充実 

〇キャリア教育を充実（学校支援課） 

・県内全中学校で職場体験活動を実施し、全県立高等学校で生徒が在学中に一度

はインターンシップが体験できる指導体制を整備（学校実施率１００％） 

〇産業教育を充実（学校支援課） 

・専門高校において、習得した知識や技術を「地域課題の解決」や「ものづくり」

を視点に、産業界の専門家の助言を受けながら実践活動に取組む、「飛び出せ

スーパー専門高校生推進事業」を専門高校２４校で２年ずつ実施 
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・県立高校生が、イオン、ローソン及びファミリーマート等との包括連携協定等

に基づく、インターンシップ、商品開発販売実習等を実施 

 

【「産業教育日本一」を目指した専門高校の近年の成果一覧】 

 [農業] 日本学校農業クラブ全国大会 農業鑑定競技会 最優秀賞 

（H21 岐阜農林 H23 岐阜農林、飛騨高山、H24 岐阜農林、H25 岐阜農林） 

     世界らん展日本大賞  ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ審査部門ｵｰﾌﾟﾝｸﾗｽ 最優秀賞 

（H23、H25 恵那農業） 

     NFD 全国高校生フラワーデザインコンテスト 金賞・農林水産大臣賞 

（H24 加茂農林） 

     ＥＣＯ－１グランプリ 内閣総理大臣賞 （H25 加茂農林） 

 [工業] 若年者ものづくり競技大会 全国大会厚生労働大臣賞 

（H24 大垣工業、H25 岐阜工業、中津川工業） 

     ホンダエコノパワー燃焼競技鈴鹿大会 優勝（H21 関商工） 

     高校生技術・アイデアコンテスト全国大会 優秀賞 (H24 岐阜工業) 

     ジャパンマイコンカーラリー Advance 部門 優勝 

（H21、H22 可児工業） 

 [商業] 全国高等学校情報処理競技大会 団体優勝（H21～H25 県立岐阜商業） 

     全国高等学校ＩＴ・簿記選手権大会全国大会 簿記部門 団体優勝 

（H21～H24 県立岐阜商業、H25 大垣商業） 

     全国高等学校ＩＴ・簿記選手権大会全国大会 ＩＴ部門 団体優勝 

（H21～H24 県立岐阜商業、H25 土岐商業） 

 [生活産業] 

 全国高等学校ホームプロジェクトコンクール 最優秀賞 

（H22～H25 大垣桜、H22 東濃実業、H23～H25 大垣東、H23 岐阜） 

     全国高等学校家庭クラブ研究発表大会 文部科学大臣賞 

（H21 海津明誠、H24 岐阜城北） 

     全国高等学校ファッションデザイン選手権 優勝 （H25 大垣桜） 

 

 

５ いじめ・不登校の未然防止と早期対応の充実 

〇早期発見・早期対応に向けた調査を実施（学校支援課） 

  ・いじめ調査（国１回、県単独２回）によるきめ細かな実態把握を実施し、いじ

めの早期発見・早期対応を推進 

 

  【いじめの認知件数】 

   平成２１年度 小学校３，０４２件、中学校１，５９３件、高等学校２５１件 

   平成２４年度 小学校１，８５７件、中学校１，４３６件、高等学校２８９件    
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【いじめの解消率】              （H25 目標値 全校種 100％） 

  平成２１年度 小学校９７．６％、中学校９５．７％、高等学校９３．２％  

平成２４年度 小学校９９．０％、中学校９４．２％、高等学校９１．７％ 

        ※「解消している」と「一定の解消が図られたが継続支援中」を合わせた割合 

 

〇教育相談体制を充実（学校支援課） 

  ・県内全中学校にスクールカウンセラーを配置するとともに、小学校への配置に

ついては、平成２４年度に５４校へと拡大し、全小・中学校に訪問できる体制

を構築 

 

【スクールカウンセラー相談のべ人数】    （校種別には平成２３年度から集計開始） 

  平成２３年度 小学校３，２３８人、中学校３１，７５５人、高等学校５１６人 

平成２５年度 小学校４，０２２人、中学校３０，８９６人、高等学校５９９人 

 

・「いじめ相談２４」電話相談を実施し、電話相談カード２４万８，０００枚を 

配布し、周知・広報 

 

  【面接相談・電話相談回数】 （いじめ相談２４＋県総合教育センター＋各教育事務所実施分） 

  平成２１年度 面接相談１，４１５回、電話相談２，５０５回 

平成２５年度 面接相談１，０９７回、電話相談３，１４９回 

 

 ・生徒指導緊急サポートチームとして臨床心理士等を学校へ派遣し、児童生徒、

保護者、職員への支援を実施  

 

【生徒指導緊急サポートチーム派遣回数】 

  平成２１年度 小学校 ５回、中学校 ２回、高等学校１６回 

平成２５年度 小学校３５回、中学校２０回、高等学校９８回 

 

〇「子どもを地域で守り育てる県民運動」を推進（学校支援課） 

  ・「子どもを地域で守り育てる県民運動推進会議」を県内６地区で開催し、学校

関係者、ＰＴＡ関係者、警察関係者、福祉関係者、少年団体育成指導者ら、年

間約１，３４０名が参加 

  ・「あったかい言葉かけ運動」標語に５０，０００点を超える応募 

〇見えないところでのいじめ対応を実施（教育研修課） 

  ・ネット上のトラブルの早期発見・早期対応のため、ネットパトロールを実施 

   

【ネットパトロールによる学校や関係機関への報告件数】 （平成２１年８月開始） 

   平成２２年度９件 → 平成２５年度１２９件 
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６ ふるさと教育・環境教育の推進 

 〇ふるさと教育を推進（社会教育文化課・学校支援課・教育総務課） 

  ・「ふるさと教育週間」を設定（11/1～11/14）し、全ての公立幼・小・中・高・

特別支援学校で、地域の自然・歴史・文化・産業などについて学ぶ取組を実施 

・「岐阜県ふるさと教育表彰」を実施し、優秀校の実践実例の普及・啓発 

   

【岐阜県ふるさと教育表彰の応募校数】 

   平成２１年度４８校 → 平成２５年度８８校 

   

  ・平成２５年度には、県内の小学校・中学校・高等学校・特別支援学校並びに地

域において取組んでいるふるさと教育の実践をまとめた「岐阜県ふるさと教育

実践集」を作成し、県内の各教育機関に配布 

〇環境教育を推進（教育研修課・学校支援課・環境生活政策課・恵みの森づくり推

進課） 

  ・教員研修における自然体験活動の実施を通して指導者の育成を推進 

  ・教員等を対象とした木育指導者研修、森林環境教育実践研修を開催 

  ・企業（アサヒビール(株)等）との協働による森林環境教育（出前講座）を実施 

   

【平成２５年度 環境教育に関する主な取組】 

   「木育教室」：保育園、幼稚園など２５施設で２５回開催 

「木のおもちゃの貸し出し」：保育園、幼稚園、子育てサークルなどへ５３回 

「緑と水の子ども会議」：延べ７８校、２５５回開催 

「企業との協働による森林環境教育（出前講座）」：１０校、１０回開催 

 

〇県有文化施設において、教育普及事業を実施（社会教育文化課） 

・県博物館における「里山ウォッチング」などの環境教育学習をはじめ、各県有

文化施設において教育普及事業を実施し、年間延べ１６，０００人～ 

２２，０００人が参加 

 

７ 教職員の資質能力・指導力向上に向けた取組の充実 

〇教職員研修を充実・改善（教育研修課・体育健康課・教職員課） 

  ・授業力向上に関する研修を内容の焦点化を図って全教科で実施 

  ・６年目研修及び１２年目研修の研修内容を改善し、若手教員を育成 

  ・学級経営に関する研修等、児童生徒の自己肯定感や所属意識を高めるための実

践的な教職員研修を実施 

  ・管理職への学校マネジメントに関する指導や研修を実施 

  ・平成２４年度には、指導主事が学校等へ出向き、教職員研修の支援を行う「出

前講座」を増設 
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・体罰の根絶に向けた教職員研修を年７回実施するとともに、全教職員に対して

体罰根絶に関する冊子を配布 

 

【教職員研修受講者数】          （平成２１年度）    （平成２５年度） 

      基本研修（経験年数・職務に応じた研修）  ２，６９６人 → ３，９０６人 

専門研修（専門的知識を高めるための研修）４，３１９人 → ３，２０３人 

出前講座（指導主事が学校等で行う研修）   ６１０人 → ３，１４６人 

 

〇教職大学院へ教員を派遣（教職員課） 

・地域や学校教育の中核となるスクールリーダーを養成するため、毎年１４名、

５年間延べ７０名の教員を教職大学院へ派遣 

 

８ 安心して学べる教育環境づくりの推進 

〇公立学校施設の耐震化を推進（教育財務課） 

・県立学校における耐震化率は、平成２３年度末に１００％に到達 

・市町村立学校施設において耐震化が必要な校舎・体育館の耐震化促進について、 

市町村に対する働きかけを実施し、耐震化率が上昇 

 

【市町村立学校施設の耐震化率】 

平成２１年４月７２．１％ → 平成２５年４月９１．２％ 

 

〇防災教育を推進（体育健康課） 

  ・全学校、市町村教育委員会、地域住民等を対象に、防災教育フォーラムを実施 

し、平成２５年度には５３０人が参加 

  ・平成２４～２５年度に防災教育推進校１６校を指定し、２年間の防災教育に関

する報告書を作成 

 

  【命を守る訓練を年間３回以上実施する学校（園）の割合】 （平成２２年度分から調査開始） 

   平成２２年度５２．０％ → 平成２５年度８８．２％ 

 

 

９ 家庭の教育力向上に向けた支援の充実 

〇家庭教育学級の開催を支援（社会教育文化課） 

  ・家庭教育学級開催に向けた普及啓発を実施し、小・中学校において開催される

家庭教育学級への平均参加率が上昇 
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【家庭教育学級への平均参加率】                （H25 目標値） 

小学校：平成２１年度２９．０％ → 平成２５年度５５．１％   30％ 

中学校：平成２１年度２１．３％ → 平成２５年度３５．６％   30％ 

 

〇家庭教育学級リーダー研修会を充実（社会教育文化課） 

   ・家庭教育学級の充実を図るため、ＰＴＡ活動を通じた家庭教育や家庭の教育力

の向上を支援するため、家庭教育指導者に対する研修会を開催 

   

【家庭教育学級リーダー研修会参加者数】 

   平成２１年度１，３５８人 → 平成２５年度１，７２９人 

 

〇企業内家庭教育研修を充実（社会教育文化課） 

   ・県内企業・事業所と連携して、従業員等への家庭教育に関する研修を実施し、

幅広い層への家庭教育を推進 

 

【企業内家庭教育研修の開催実績】 

   平成２１年度  ４企業  ４講座   ３２０名 

平成２５年度 １８企業 ２２講座 １，２４２名 

 

 

１０ スポーツの振興 

 〇「ぎふ清流国体」を契機として競技力を向上（スポーツ推進課） 

・開催市町村で実施された競技が、地域のシンボル的スポーツとして根付くよう

開催地拠点中学校・拠点クラブを指定し、強化指定証を交付・県内合宿や県外

遠征に要する経費等を助成 

 

【総合型地域スポーツクラブの設立数】            （H25 目標値） 

 平成２１年度６０クラブ → 平成２５年度５８クラブ      100 

  

 

【国民体育大会の全国順位】                 （H24 目標値） 

 平成２１年度 天皇杯１６位、皇后杯８位          天皇杯・皇后杯          

 平成２４年度 天皇杯 １位、皇后杯１位            1 位     


